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～65歳以下への接種券の配布や職域接種が始まりました～ 

担当 伊東 毅 

 

 私のところにも自治体から接種券が届きました。早速、予約を入れまして 6月に 1回目、7月中に 2回

目の接種を終わらせることが出来ます。しかし、私の周りでは、コロナワクチンだけでなくワクチン全般

に懐疑的な方もおられますし、基礎疾患がある方は副反応を心配して躊躇されている方もいられます。 

 

 改正予防接種法や厚労省が出している企業向け Q＆A（R3.6.11時点）によると 

 １ 自治体は接種勧奨、対象者は接種努力義務（妊娠中の方は適用除外） 

接種するかどうかは、あくまでもご本人の判断です。 

   また、予防接種不適当者（アナフィラキシー症状など）や要注意者（基礎疾患を

有する）については接種勧奨にあたり留意が必要とされています。 

 ２ しかし、企業としては、従業員様はもとより、利用者様、出入りの関係者・取引先様等への「安全

配慮義務」の一環として、ワクチン接種の勧奨をされますが、必要性を理解して頂き、あくまでも協

力要請の範囲で行った方が無難でしょう。 

３ 接種を拒否された場合には、更に協力要請を複数回行うことはあっても、強要することは出来ませ

ん。 

  また、接種を受けなかったことで、解雇や減給など懲戒処分を行ったり、配置転換など不利益な取

り扱いは適切ではないとの見解が出されています。 

４ 接種の時間について、賃金は発生しないというのが原則です。しかし、企業にとっては、従業員様

に接種勧奨を要請しており、接種による感染防止の効果（安全配慮義務履行）もあり、 

 ①接種に要する時間を中抜けとして認め、その時間分終業時刻の繰り下げをする。 

 ②出勤したとみなし、通常どおり労働したものとして扱う。 

 など、賃金の減額にならない対応を厚労省は要請しています。 

５ 接種後の副反応により休業した場合は、一般的には、従業員様の自由意思の基づく接種ですので業

務に関連するとは認められず労災保険は適用されず、年次有給の申請を奨めて下さい。 

 しかし、医療機関や介護施設・高齢者施設等の場合は、ワクチン接種

は事業目的の達成に資するものであり従業員の業務遂行のために必要な

行為として、業務行為に該当するものとして認められて労災保険が適用

されます。 

  

 新型コロナが発生して以降はお遍路にも行けなくなっておりますが、 

1日も早い収束を念じながら、歩きに耐え得る足腰作りをはじめました。 
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                                           担当  杉山  友香 

人材不足に悩む労働現場では、定年退職をしたシルバー人材をいか

に活用するかという課題に直面しています。年金制度も、労働者が

より長く多様な形で働くスタイルに変化する中で、その変化に沿い

ながら、高齢期の経済基盤を安定的に支えるための改正が施されま

した。 

① 年金受給開始年齢の延長  ※2022年 4月から 

年金制度改正の 1つ目のポイントは受給開始年齢の上限が 70歳から

75歳にまで延長された点で、年金の受給開始時期が 60歳から 75歳までの間から選べるようになりました。

年金は受け取る権利が発生する 65歳を境として、それよりも繰り上げるか、繰り下げるかで受給額が変

動します。60歳から繰り上げて受け取る場合は、1ヵ月当たり年金額が 0.5%減額 (2022年度からは 0.4%

に変更) される一方、繰り下げて受け取る場合には 1ヶ月当たり 0.7%増額されます。65歳で受け取れる

年金を 100とすると、60歳に繰り上げて受給をスタートすると 76に、75歳まで繰り下げてから受け取る

と 184となります。寿命がいつまで続くのかはわかりませんが、そのため、年金を繰り上げるべきか、繰

り下げて受給すべきかは悩ましい問題といえるでしょう。 

② 在職老齢年金の見直し  ※2022年 4月より！ 

2点目は在職老齢年金の見直しです。在職老齢年金制度とは、60歳以上で仕事をしな

がら賃金と年金を受給している場合、その合計額が一定の水準を超えると年金の一部

カット、全額不支給となる制度のことです。 

現在は 60歳から 64歳の人が就労しながら年金を受け取る場合、給与 (賞与を含む) と

年金の合計額が月 28万円を超えると、年金支給が停止される。今回の年金制度の改正

では、この水準を 47万円までに引き上げることになりました。また、65歳以上で在職中の老齢厚生年金

受給者の年金額については、毎年 10月に年金額の改定を実施し、納めた年金保険料を年金額に反映する

ように改正されます（これまでは退職するまで老齢厚生年金の額は改定されませんでした）。 

③ 短時間労働者に対する年金保障の充実 ※2022年 10月～ 

3点目は、短時間労働者に対する年金保障の充実で。現行制度では従業員

500人以上の企業において、週 20時間以上の勤務などの条件を満たす短

時間労働者に対して厚生年金が適応されます。今回の改正では対象となる

企業の規模が見直され、2020年 10月からは 100人以上の従業員、2024

年10月からは50人以上の従業員を抱える企業にまで適用されるようにな

ります。 

労労働働保保険険のの年年度度更更新新、、社社会会保保険険のの算算定定基基礎礎届届のの提提出出はは 77 月月 1122 日日（（月月））ままでで  

 毎年、私たち社会保険労務士が１年で一番忙しい時期がやってきました。       担当 杉山友香 

事業所の総務・給与計算担当者様にもご協力いただき、なるべく期日までに提出したいと思います。 

今年からどちらの書類も事業所の押印が不要になりました。また社会保険算定基礎届に

ついては今まで一緒に添付していた算定表も廃止され、事務作業が簡素化されたことは

ありがたいことです。届け出が遅れると、標準報酬額決定通知書のお手元に届くのが遅

れます。算定基礎届と月額変更届は月額変更届が優先されますのでご注意くださいませ。 


